
（単位 ： 千円）

流動資産流動資産流動資産流動資産 35,767,83835,767,83835,767,83835,767,838 流動負債流動負債流動負債流動負債 31,567,26431,567,26431,567,26431,567,264

現金及び預金 3,306,846 未払法人税等 7,459

預託金 1,400,000 預り金 3,489

顧客分別金信託 400,000 外国為替取引預り証拠金 31,130,788

顧客区分管理信託 1,000,000 訴訟損失引当金 4,588

前払費用 9,145 繰延税金負債 480

差入保証金 30,887,136 その他の流動負債 420,457

短期貸付金 2,362

その他の流動資産 170,864 固定負債固定負債固定負債固定負債 334,675334,675334,675334,675

貸倒引当金 △ 8,516 役員退職慰労引当金 320,720

繰延税金負債 13,955

固定資産固定資産固定資産固定資産 664,884664,884664,884664,884

有形固定資産有形固定資産有形固定資産有形固定資産 78,33178,33178,33178,331 特別法上特別法上特別法上特別法上のののの準備金準備金準備金準備金 66,23366,23366,23366,233

建物 27,478 金融商品取引責任準備金 66,233

器具及び備品 6,734 31,968,17331,968,17331,968,17331,968,173

土地 43,941

その他の有形固定資産 177 株主資本株主資本株主資本株主資本 4,445,1594,445,1594,445,1594,445,159

無形固定資産無形固定資産無形固定資産無形固定資産 99,99999,99999,99999,999 資本金資本金資本金資本金 2,000,270

ソフトウェア 96,091 資本剰余金資本剰余金資本剰余金資本剰余金 2,551,670

電話加入権 3,908 資本準備金 2,130,791

投資投資投資投資そのそのそのその他他他他のののの資産資産資産資産 486,552486,552486,552486,552 その他資本剰余金 420,879

投資有価証券 196,521 利益剰余金利益剰余金利益剰余金利益剰余金 △ 106,781

長期差入保証金 187,082 その他利益剰余金 △ 106,781

長期貸付金 8,161 繰越利益剰余金 △ 106,781

長期前払費用 51,349

長期未収債権 31,760 評価評価評価評価・・・・換算差額等換算差額等換算差額等換算差額等 19,39019,39019,39019,390

破産更生債権等 163,951 その他有価証券評価差額金 19,390

その他の投資 36,590

貸倒引当金 △ 188,863 4,464,5494,464,5494,464,5494,464,549

36,432,72236,432,72236,432,72236,432,722 36,432,72236,432,72236,432,72236,432,722

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

貸    借    対    照    表貸    借    対    照    表貸    借    対    照    表貸    借    対    照    表

（ 平成２３年３月３１日現在 ）

金　額科　目科　目 金　額

（ （ （ （ 資資資資　　　　産産産産　　　　のののの　　　　部 部 部 部 ）））） （ （ （ （ 負負負負　　　　債債債債　　　　のののの　　　　部 部 部 部 ））））

資産 合計資産 合計資産 合計資産 合計 負債純資産 合計負債純資産 合計負債純資産 合計負債純資産 合計

負債 合計負債 合計負債 合計負債 合計

（ （ （ （ 純純純純　　　　資資資資　　　　産産産産　　　　のののの　　　　部 部 部 部 ））））

純資産 合計純資産 合計純資産 合計純資産 合計

1



（単位 ： 千円）

営業収益営業収益営業収益営業収益

受入手数料 1,778,748

その他の営業収益 4,277 1,783,026

販売費及販売費及販売費及販売費及びびびび一般管理費一般管理費一般管理費一般管理費 1,864,885

営業損失営業損失営業損失営業損失 81,85981,85981,85981,859

営業外収益営業外収益営業外収益営業外収益

受取利息 2,002

受取配当金 2,729

その他の営業外収益 3,343 8,075

営業外費用営業外費用営業外費用営業外費用

貸倒引当金繰入額 1,703

減価償却費 2

投資事業組合運用損 12,959

その他の営業外費用 2,392 17,058

経常損失経常損失経常損失経常損失 90,84290,84290,84290,842

特別利益特別利益特別利益特別利益

投資有価証券売却益　 1,337

訴訟損失引当金戻入額 15,320

その他の特別利益 24 16,681

特別損失特別損失特別損失特別損失

金融商品取引責任準備金繰入額 14,802

固定資産除却損 121

賃貸借契約解約損 3,081

割増退職金 15,350

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 14,195

その他の特別損失 2,400 49,951

税引前当期純損失税引前当期純損失税引前当期純損失税引前当期純損失 124,112124,112124,112124,112

法人税、住民税及び事業税 2,133

法人税等調整額 △ 19,464 △ 17,331

当期純損失当期純損失当期純損失当期純損失 106,781106,781106,781106,781

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

損    益    計    算    書損    益    計    算    書損    益    計    算    書損    益    計    算    書
自 平成２２年　４月　１日

至 平成２３年　３月３１日

科 目 金 額
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（単位 ： 千円）

平成22年3月31日残高　 2,000,270 2,130,791 876,406 3,007,197

当期純損失 －

欠損補填 △ 455,526 △ 455,526

利益準備金の取崩 －

別途積立金の取崩 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） －

－ － △ 455,526 △ 455,526

平成23年3月31日残高　 2,000,270 2,130,791 420,879 2,551,670

平成22年3月31日残高　 309,945 1,000,000 △ 1,765,472 △ 455,526

当期純損失 △ 106,781 △ 106,781

欠損補填 455,526 455,526

利益準備金の取崩 △ 309,945 309,945 －

別途積立金の取崩 △ 1,000,000 1,000,000 －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） －

△ 309,945 △ 1,000,000 1,658,691 348,745

平成23年3月31日残高　 － － △ 106,781 △ 106,781

平成22年3月31日残高　 4,551,940 49,271 49,271 4,601,212

当期純損失 △ 106,781 － △ 106,781

欠損補填 － － －

利益準備金の取崩 － － －

別途積立金の取崩 － － －

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） － △ 29,881 △ 29,881 △ 29,881

△ 106,781 △ 29,881 △ 29,881 △ 136,662

平成23年3月31日残高　 4,445,159 19,390 19,390 4,464,549

（注） 記載金額は千円未満を切り捨てて表示しております。

株主資本等変動計算書株主資本等変動計算書株主資本等変動計算書株主資本等変動計算書

（ 自 平成 ２２年 ４月 １日　　至 平成 ２３年 ３月３１日 ）

別途積立金

利益剰余金

資本金
資本準備金 その他資本剰余金

株主資本

資本剰余金

資本剰余金合計

事業年度中の変動額合計

事業年度中の変動額合計

事業年度中の変動額

事業年度中の変動額

事業年度中の変動額合計

事業年度中の変動額

その他有価証券
評価差額金

評価・換算差額等

純資産合計評価・換算差額等
合計

株主資本合計

株主資本

株主資本

利益準備金 利益剰余金合計
繰越利益剰余金

その他利益剰余金
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重要な会計方針

1. 有価証券の評価基準及び評価方法

売買目的有価証券（商品有価証券等）

その他有価証券

時価のあるもの

時価のないもの

2. デリバティブ取引の評価基準及び評価方法

時価法によっております。

3. 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く）

建物 ８年 ～ ３０年

器具及び備品 ４年 ～ １５年

無形固定資産（リース資産を除く）

長期前払費用

リース資産

4.

貸倒引当金

賞与引当金

訴訟損失引当金

役員退職慰労引当金 　役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要
支給額を計上しております。

　商品先物取引事故及び金融商品取引事故による損失に備える
ため、損害賠償請求等に伴う損失見込額のうち、金融商品取引
責任準備金期末残高を超える額を計上しております。

　なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

引当金の計上基準

退職給付引当金 　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職
給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しております。た
だし、当事業年度末においては年金資産の見込額が退職給付債
務の見込額を上回るため、長期前払年金費用を計上しておりま
す。
　なお、数理計算上の差異については、各事業年度の発生時の
従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（４年）による定
額法により按分した額を、それぞれ発生の翌事業年度より費用
処理しております。

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採
用しております。
　なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リー
ス取引開始日が平成２０年３月３１日以前のリース取引につい
ては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって
おります。

　なお、償却期間については、法人税法に規定する方法と同一
の基準によっております。

　債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸
倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に
回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

時価法によっております。

(売却原価は、移動平均法により算定)

　従業員の賞与の支給に備えるため、期末における従業員賞与
支給見込額を計上しております。

　定率法によっております。

　均等償却をしております。

事業年度末の市場価格等に基づく時価法によっております。

移動平均法による原価法によっております。

（評価差額は、全部純資産直入法により処理し、売却原価は、
移動平均法により算定）

　なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資
（金融商品取引法第２条第２項により有価証券とみなされるも
の）については、組合契約に規定される決算報告日に応じて入
手可能な最近の決算報告書を基礎とし、持分相当額を純額で取
り込む方法によっております。

　自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能
期間（５年）に基づく定額法によっております。
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金融商品取引責任準備金

5. 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

重要な会計方針の変更

(資産除去債務に関する会計基準の適用)

　この適用により、税引前当期純損失は、14,195千円増加しております。

表示方法の変更

（損益計算書）

1.

2.

　前事業年度まで当社は「商品先物取引統一経理基準」に基づき財務諸表を作成しておりましたが、商
品先物取引の受託業務を廃止したことに伴い、当事業年度より以下のとおり表示科目を変更しておりま
す。

　金融商品取引事故による損失に備えるため、金融商品取引法
第４６条の５の規定に基づき、「金融商品取引業等に関する内
閣府令」第１７５条に定めるところにより算出した額を計上し
ております。

　当事業年度より、「資産除去債務に関する会計基準」（企業会計基準第１８号　平成２０年３月３１
日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第２１号　平成２０年
３月３１日）を適用しております。

「受取手数料」を「受入手数料」へ変更しております。

「営業費用」を「販売費及び一般管理費」へ変更しております。
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貸借対照表に関する注記

1. 有形固定資産の減価償却累計額　　　　　　 千円

2. 取締役に対する金銭債権

短期金銭債権 千円

損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

営業取引による取引高

販売費及び一般管理費 千円

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

金融商品取引責任準備金 千円

貸倒引当金 千円

訴訟損失引当金 千円

役員退職慰労引当金 千円

減損損失累計額 千円

税務上の繰越欠損金額 千円

その他 千円

繰延税金資産小計 千円

評価性引当額 千円

繰延税金資産合計 千円

繰延税金負債

確定給付企業年金に係る前払費用 千円

未収還付事業税 千円

その他有価証券評価差額金 千円

繰延税金負債合計 千円

繰延税金負債の純額 千円

62,160

65,110

450

14,436

発行済株式

普通株式

1,710,865

37,597

△ 1,990,106

6,543,700

税効果会計に関する注記

80,333

130,533

1,990,106

1,867

1,951

13,308

647

－

14,436

480

株主資本等変動計算書に関する注記

発行済株式の種類及び総数に関する事項

当事業年度末の
株式数（株）

前事業年度末の
株式数（株）

当事業年度増加
株式数（株）

当事業年度減少
株式数（株）

種類

26,956

6,543,700－ －
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1.

　該当事項はありません。

2.

　該当事項はありません。

3.

支払リース料 147 千円

リース資産減損勘定の取崩額 － 千円

減価償却費相当額 135 千円

支払利息相当額 2 千円

減損損失 － 千円

4.

・ 減価償却費相当額の算定方法

　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

・ 利息相当額の算定方法

　リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法について
は、利息法によっております。

減価償却費相当額及び利息相当額の算定方法

未経過リース料期末残高相当額

支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

リースにより使用する固定資産に関する注記

リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
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金融商品に関する注記

1. 金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

(2) 金融商品の内容及び当該金融商品に係るリスク

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスクの管理

② 市場リスクの管理

(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

2. 金融商品の時価等に関する事項

（単位：千円）

(1) 現金及び預金 3,306,846 3,306,846 -

(2) 預託金 1,400,000 1,400,000 -

(3) 差入保証金 30,887,136 30,887,136 -

(4) 投資有価証券 114,970 114,970 -

資産計 35,708,953 35,708,953 -

(1) 外国為替取引預り証拠金 31,130,788 31,130,788 -

負債計 31,130,788 31,130,788 -

デリバティブ取引 - - -

　投資有価証券については、管理部門等にて定期的に時価や発行体の財務状況を把握しておりま
す。

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格が無い場合には合理的に算定された
価額が含まれております。当該価額の算定においては一定の前提条件等を採用しているため、異なる
前提条件等によった場合、当該価額が異なることもあります。

　預託金である顧客分別金信託及び顧客区分管理信託の信託財産は、国債等を中心とした債券、
コール貸付又は銀行預金等により運用されており信用リスクは僅少であります。

　差入保証金は、主に金融商品取引所への金銭の差入であり、信用リスクは僅少であります。

　デリバティブ取引については、当事業年度末時点において休止しております。

　デリバティブ取引については、当事業年度末時点において休止しております。

　預託金である顧客分別金信託及び顧客区分管理信託の信託財産は、国債等を中心とした債券、コー
ル貸付又は銀行預金等により運用されており信用リスク並びに金利変動リスクに晒されております。

　差入保証金は、主に金融商品取引所への金銭の差入であり、信用リスクに晒されております。

　投資有価証券は、株式及び投資事業有限責任組合の出資持分であり、それぞれ市場価格の変動リス
ク及び発行体の信用リスクに晒されております。

　デリバティブ取引は、信用リスク及び市場価格の変動リスクに晒されております。

　当社は、金融商品取引業を中心に行っており、顧客より受け入れた金銭について預託金又は差入保
証金にて当社固有の資産と区分して管理することとしております。また、一時的な余資は主に流動性
の高い金融資産で運用しております。なお、借入金等による資金調達は行っておりません。

　デリバティブ取引は、収益の獲得を目的として株価指数先物取引を行っております。

　なお、当事業年度末時点において、株価指数先物取引における自己売買業務を休止しております。

差額時価
貸借対照表

計上額

　平成２３年３月３１日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであ
ります。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは含まれておりません（(注2)参照）。
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(注1) 　金融商品の時価の算定方法

資産

(1) 現金及び預金、(2) 預託金、(3) 差入保証金

(4) 投資有価証券

負債

(1) 外国為替取引預り証拠金

(注2)

賃貸等不動産に関する注記

　賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

　外国為替取引預り証拠金は短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似しているこ
とから、当該帳簿価額によっております。

　これらの時価について、株式等は取引所等の価格によっております。

　これらは短期間で決済されるものであるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿
価額によっております。

　非上場株式及び投資事業有限責任組合への出資（貸借対照表計上額 81,550千円）については、市場
価格がなく、かつ時価を把握することが極めて困難と認められることから、「(4)投資有価証券」には
含めておりません。
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関連当事者との取引に関する注記

親会社

資本金

(百万円)

経営管理料支払
(※1) 62,160 －

外国為替
取引の債務
保証(※2)

23,224 －

取引金額には消費税等は含まれておりません。

取引条件及び取引条件の決定方針等

※1

※2

一般的な市場価格等を勘案して取引価格を決定しております。

関連当事者
との関係

 被所有
 直接 100％

役員の兼任
6人

種類
議決権等の

所有(被所有)
割合

スター
ホールディングス

㈱
2,500親会社

子会社
管理等

事業の
内容

会社等の名称
期末残高

(千円)
取引の内容

取引金額

(千円)
科目

－

－

(注) 1.

2.

店頭外国為替証拠金取引による金融機関との取引につき、債務保証を受けたものです。なお、保証
料の支払は行っておりません。
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1. １株当たり純資産額 682 円 27 銭

2. １株当たり当期純損失 16 円 32 銭

重要な後発事項に関する注記

　該当事項はありません。

１株当たり情報に関する注記
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